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【Abstract】
　This　paper　discusses　human　factors　which　may　have　some　in且uences　on　strategic　behavior　in
organizations．　Although　organization　consists　of　human　beings，　previous　studies　in　strategic
management　research　do　not　give　a　su伍cient　weight　on　human　factors．　In　order　to　develop　such　an
argument　on　human　factors，　first，　this　paper　examines　the　characteristics　of　the　existing　strategic
management　research．　In　there，　we　argue　that　the　existing　strategic　management　research　has
emphasized　both　environmental　factors　and　organizational　factors　which　have　various　in且uences　on
strategic　behavior　in　organizations．　And　then　we　discuss　the　reasons　why　human　factors　have　not
been　taken　account　of　by　the　existing　strategic　management　research．　Second，　this　paper　introduces
afew　studies　which　treat　human　factors　in　strategic　management　research．　And　finally，　this　paper
discusses　the　signi血cance　of　treating　human　factors　su伍ciently　in　strategic　management　research．
【Key　Words】Human　Factors（ヒューマソ・ファクター），　Environmental　Factors（環境ファク
　　　　　　　　　　　ター），Organizationa1　Factors（組織ファクター），　Prescriptive　Strategic
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L　はじめに
　経営戦略論の研究は，1960年代以降に発展してきた学問領域である。このような戦略論研究の
中で，既存の研究では，組織の戦略行動の決定要因として，環境（業界）ファクター，組織（資源）
ファクターという2つのパースペクティブからの研究が主流にあったと言うことができる。しか
しながら，このような既存の戦略論研究の中では，組織の戦略行動の決定要因としての環境ファク
ターと組織ファクターという2つのパースペクティブからの研究が強調されすぎて，そのような
組織を構成している人間の側面（ヒューマソ・ファクター）からの戦略行動への影響力というもの
があまり重視されてこなかったと言うことができるだろう。このように特徴づけられる現在までの
戦略論研究の展開の中において，近年では，組織の戦略現象をより深く捉えていくために，そのよ
うな組織を構成している人間に主たる着眼点を置き，それを積極的な考察の対象としていくべきで
あろうという認識（e．g．，　Mintzberg　et　al．，1998；Johnson　et　al．，2003；Whittington，2003；Hambrick，
2004）が広まりつつある。このように，組織を構成している人間に注目し，そこからの組織の戦
略への影響力というのを見ていくことで，既存の戦略論の支配的な2つのパースペクティブから
の研究だけでは説明することのできない側面を捉えていくことができるのではないかということが
考えられる。したがって，このような流れの中で，これからの戦略論研究では，組織を構成する人
間的側面からの組織の戦略行動への影響力を捉えようとするような研究が，今後さまざまな研究方
法論の下で多様に展開されていくと言えるだろう。
　よって本論文では，①既存の戦略論研究において，組織を構成する人間的側面（ヒューマン・フ
ァクター）からの戦略行動への影響力が重視されてこなかった理由，②戦略論研究の中で，組織を
構成する人間に主たる焦点を当てていくことによって可能となるだろう研究上のポテソシャルを探
る，という2点を主たる考察の対象とする。
　このような議論を展開していくための本論文の具体的な流れは，以下の通りである。まず次節
で，既存の戦略論研究において主流の見解となっていた環境ファクターと組織ファクターという
2つのパースペクティブを概観した上で，既存の戦略論研究の中で組織を構成する人間に主たる着
眼点が置かれていなかった理由について，2つの観点から考察する。次に，1980年代に主に2つの
研究グループによって推し進められた組織の戦略現象に対する人間的側面（ヒューマン・ファク
ター）からの影響力を捉えようとする研究を概観する。そして最後に，そのような2つの研究グ
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ループによって推し進められた研究成果と絡ませながら，今後の戦略論研究でヒューマン・ファク
ターに主たる焦点を置き研究を進めていくことで，どのような研究展開が考えられるかということ
についての研究上のポテンシャルを探ってみたい。
2．既存の代表的研究パースペクティブ
　既存の戦略論研究では，組織の戦略行動に影響を与えるファクターとして，環境ファクターと組
織ファクターという2つのファクターからの影響力が代表的な見解となっている。それに関する
主たる理由は，理論的発展当初からの戦略論研究の歴史として，組織にとって最善となる戦略デザ
イソの方法として代表的な「SWOT分析」1）（Andrews，1971）がその根底にあり，それが組織の
戦略形成における最もべ一シックな考え方を提唱するものとして位置づけられている（e．g．，
Christensen　et　al．，1987；Mintzberg　et　a1．，1998；Barney，2002）ことによる。このSWOT分析は，
1960年代以降に始まる戦略論研究のスタンダードとして，現在においても最も一般的な戦略論の
見解として捉えられている。その後，戦略論研究の発展と共に，SWOT分析のOTの部分を強調
していくもの（e．g．，　Henderson，1979；Porter，1980，1985，1991，1998；Brandenburger＆Nalebuiif，
1997）と，SWの部分を強調していくもの（e．g．，　Praharad＆Hamel，1990；Barney，1991，2002；
Baden・Fuller＆Stopford，1994）に，さらに詳細な研究フレームワークの提示を目的として展開さ
れていっている。
　（1）環境ファクター
　組織の戦略行動に影響を与える環境（業界）ファクターを代表する研究は，例えば，BCG（ボ
ストソ・コンサルティソグ・グループ）のPPM（プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント）
の研究（Henderson，　1979），　Porter（1980，1985，1991，1998）による産業組織論に基づいた競争戦
略論の研究，そしてBrandenburger＆Nalebuff（1997）によるゲーム理論に基づいた組織の戦略
行動への影響力に関する研究などが主として挙げられるだろう。
　例えば，PPMの研究（Henderson，1979）は，企業組織の持つ各事業を，2つの次元（業界成長
率と，相対的市場シェア）から構成されるマトリクス上に位置づけ，業界内での各事業のポジショ
ソを明確にし，それに見合った戦略的な資源（資金）配分を行なうということに関する詳細な議論
を展開した研究である。
　Porter（1980，1985）の研究は，ある業界について5つの競争要因（①新規参入業者，②代替
品，③売り手，④買い手，⑤競争業老）を基に収益性の高さ・低さを分析し，そこから企業組織の
競争優位性を獲得するための基本戦略（コスト・リーダーシップ戦略，差別化戦略，集中戦略）の
選択をするというものである。
　また，Brandenburger＆Nalebuff（1997）の研究は，経済学のゲーム理論のフレームワークを
用いて，ビジネスにおける競争と協調の原理を明らかにしようと試みた研究であり，その具体的な
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内容としては，複数のプレイヤー（Brandenburger＆Nalebuffは，当該組織に対する相互依存関
係のあるプレイヤーとして，①顧客，②供給者，③競争相手，④補完的生産者という4つを挙げ
ている）の行動の帰結が互いに他者の行動に依存している状況において，それぞれの効用に基づい
て各プレイヤーの行動を予測し，そこから当該組織の意思決定や戦略的行動を導くプロセスを分析
しようとする研究である。
　これらの研究は，いずれも，当該組織の置かれている環境（業界）を分析することにより，そこ
から導き出される当該組織のとるべき戦略行動を提示しようとする研究として位置づけることがで
きる。特に，PPMの研究や，　Porterの研究は，既存の戦略論研究の最もスタンダードな研究とし
て位置づけられていて，現在までに戦略論の領域で多大な影響力を持ってきた研究として展開され
てきている。
　②　組織ファクター
　組織の戦略行動に影響を与える組織（資源）ファクターを代表する研究は，例えば，Rumelt
（1974）をその理論的根源とし，最近ではコア・コソピタンス論（Prahalad＆Hamel，1990；Hamel
＆Prahalad，1994）との関連で注目された企業組織の関連多角化戦略の研究，　Peters＆Waterman
（1982）を中心とする組織文化が組織の戦略パースペクティブにいかに影響しているのかを扱った
研究2），そして近年の戦略論研究において趨勢を極めているBarney（1991，2002）を中心としたリ
ソース・ベースド・ビュー（RBV）の研究などが主として挙げられるだろう。
　例えば，Rumelt（1974）の研究に通じる近年のコア・コンピタンス論との関連で取り組まれて
いる関連多角化の研究（Prahalad＆Hamel，1990）は，企業組織の現在の競争優位性獲得のための
基盤となっている経営資源や能力を，さまさまな事業分野への参入のために使っていかなければな
らないということを提示した研究である。
　Peters＆Waterman（1982）の研究は，組織の社会的な側面に一体感を与えるものとしての組織
文化に注目し，それが非常に安定した組織の戦略的パースペクティブを持続させるために有益なも
のであるということを提示している研究である。さらに，組織が成功していくための条件として，
①共通の価値観（Shared　Values），②戦略（Strategy），③組織構造（Structure），④システム
（Sustems），⑤スタイル（Style），⑥スタッフ（StaM，⑦スキル（Skills）という7つの組織の側
面が調和し，適合していかなければならないという7－Sフレームワークを提示した研究としても
有名である。
　また，Barney（1991，2002）の研究は，企業資源と持続的競争優位性の関係を明らかにしようと
するものであり，そこにおいては，価値があり（value），希少で（rareness），模倣不可能で
（imperfect　imitability），代替不可能な（non－substitutability）資源を有し，それを戦略的・組織的
に上手く活用する企業組織（organization）が，持続的な競争優位性を獲得するというフレームワ
ーク（VRIN・VRIOフレームワーク）を提示した研究である。
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　これらの研究は，組織内部の要因からの戦略行動への影響力を分析する研究であると位置づける
ことができる。特に最近では，Porterのモデルでは十分に扱われていなかった組織の内部資源か
らの戦略行動への影響力を分析しようとするリソース・ペースド・ビュー（RBV）の研究が，
1990年代の戦略論研究の主流にあったということができる。
　（3）ヒューマン・ファクターに主点が置かれなかった理由に関する考察
　以上のように，現在までの主だった戦略論研究では，組織の戦略行動に影響を及ぼす環境ファク
ター，組織ファクターという2つのパースペクティブからの分析が主として展開されてきてい
る。このような学問的特徴の下で，組織を構成する人間が，組織の戦略に対していかなる影響を与
えているのかという点については，既存の戦略論研究において十分に扱われてこなかったと言うこ
とができよう。このような戦略行動に対するヒューマソ・ファクターの影響力に関する議論が既存
の研究においてほとんど扱われてこなかった点については，数人の研究者によって認識されてはい
るのであるが（e．g．，　Miller　et　al．，1982；Hambrick＆Mason，1984；Sturdivant　et　al．，1985；Miller＆
Toulouse，1986；Murray，1989；Hambrick，2004），なぜ積極的に扱われてこなかったかという理由
については，ほとんど触れられていないか，あるいは非常に簡単に触れられているだけである。そ
こで以下では，このような組織の戦略行動に対するヒューマン・ファクターの影響力が既存の戦略
論研究の中であまり重視されてこなかったという点について，2つの視点から考察してみたい。
　まず，第1点目の問題点として，既存の戦略論研究における規範的戦略論の隆盛という観点を
挙げてみる。これは，戦略論研究の理論的発展当初からの歴史とも深い関わりを持ってくると考え
られるものである。すなわち，戦略論研究の発端に強調されていた点として，成功のための戦略セ
オリー一戦略デザインとしてのSWOT分析がその理論的根底となっているため，さらにはその後
の理論的な流れとして，近年の戦略論研究の主流にあったPorter（1980，1985，1998）やBarney
（1991，　2002）を代表とするような競争優位性獲得のフレームワーク作りを目指した競争戦略論研
究の多大な影響力のために，「良い戦略とはどうあるべきか」という観点が強調され続け，それが
理論的な経路として現在に至るまでに存続され続けてきたという観点があるものと考えられる3）。
より詳しく述べると，SWOT分析の創始者とも言えるAndrews（1971）が，成功する戦略デザイ
ンのための前提条件として，組織の外部環境の脅威や機会，組織内部の強みと弱みの客観的な評価
を通じた「経済的戦略（economic　strategy）」（図表1参照）としての組織の戦略策定を強調し，
それが理論的な伝統として後々に受け継がれた結果として，規範的な戦略デザイソの流れが続いて
しまったということが考えられるのである。
　次に，第2点目の問題点として，これは第1点目の考察とも関連するものであるが，戦略論研
究の根底として，主として環境と組織の関係性を扱うことをその目的としたところに研究の重きが
あったという観点を挙げてみる。すなわち，既存の戦略論研究の主要な問題点として，このような
環境と組織の関係性という，いわばマクロ・レベルの問題に主眼を置く傾向にあったという点が挙
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図表1　経済的戦略の概要
環境の状況とトレンド
　　経済的
　　技術的
　　政治的
　　社会的
胎???
機会とリスク
　識別
　調査
　リスクの評価
すべての組み
合わせの考慮
ベストマッチ
の評価
製品と市場の選択
独自コンピタンス
　能力：
　　財務的
　　管理的
　　職能的
　　組織的
???
企業資源
　機会の利用可能性や抑制
　強みと弱みの識別
　能力強化のプログラム
出所）Christensen　et　al．（1987），p．252，
げられる。この点との関連で，Hambrick（2004）は，既存の戦略論研究の中では，その論理展開
の前提として，組織を擬人化（anthropomorphize）すること（組織を意図的な，目的のある存在
として取り扱う）で論理を展開してきたということを述べている。このように，既存の戦略論研究
では，環境と組織というマクロ・レベルでの議論展開に主眼を置きすぎるあまり，実際にそのよう
な組織を構成している組織内部の人々という，いわばミクロ・レベルの視点に主眼を置いて戦略論
の議論を展開しようとする研究は，主たる探究の下にはなかったという状況にあったと考えられる
のである。
3．　ヒューマン　ファクターを扱った理論研究
以上のような既存の戦略論研究の概観と考察を通じて，既存の戦略論研究の中では，戦略行動に
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影響を与えるファクターとして，環境ファクターと組織ファクターという2つのパースペクティ
ブからの研究が主として行なわれてきたと言うことができる。しかしながら，組織の戦略行動を探
究していく場合には，その組織を構成している人間による戦略行動への影響力という観点について
も積極的な考察の対象となるべきであろうという点が，これからの戦略論研究の行なっていくぺき
課題であるという認識（e．g．，　Mintzberg　et　al．，1998；Johnson　et　aL，2003；Whittington，2003；Ham－
brick，2004）が近年広まりつつある。このような戦略行動に影響を及ぼすヒューマン・ファクター
を積極的に取り扱った研究は，既存の戦略論研究の中では，多くの研究者によって展開されてきて
いるわけではなく，1980年代に，主に定量的調査の分析を中心として，ある一部の研究グループ
を中心に行なわれていただけである。そこでまず以下では，それらの研究について簡単に概観して
みる。
　（1）Millerグループによる研究
　この研究テーマを積極的に取り扱った研究者として，主としてMillerの研究グループ（Miller
et　al．，1982；Kets　de　Vries＆Miller，1984；Miller　et　aL，1985；Kets　de　Vries＆Miller，1986；Miller＆
Droge，1986；Miller＆Toulouse，1986a；Miller＆Toulouse，1986b）による研究を挙げることがで
きる。
　例えば，Miller　et　a1．（1982）の研究は，　CEOのローカス・オブ・コソトロール（locus　of　con－
trol）の程度（①イソターナルな要素の強い人（internal　locus　of　control）：行動の成果は，自分自
身の努力の結果であると知覚している人，②エクスターナルな要素の強い人（external　locus　of
control）：出来事は，自分のコントロールを超えて生じたものであり，それらは運（fate，　luck，　or
destiny）に帰属するだろうと知覚している人）が，組織の戦略行動に関連しているかどうかを考
察しようとするものである。そこにおける統計的な調査を通じた主要な発見として，インターナル
な要素の強いCEOを持つ企業組織ほど，よりイノベーティブな戦略行動をとっているというこ
と，またそのような戦略行動を媒介にして，組織構造にも影響を及ぼしているということを見出し
ている研究である。
　Miller＆Droge（1986）の研究は，　CEOのパーソナリティ（この論文で設定されている変数と
して，達成目標の設定レベル（need　for　achievement）の程度：①目標を達成困難なレベル（high
need　for　achievement）に設定するCEO，②目標を達成しやすいレベル（low　or　even　average　need
for　achivement）に設定するCEO）と，組織構造（公式化，集権化，統合）の関係を考察しようと
するものである4）。その中において，組織構造の決定要因として，規模（size），テクノロジー
（technology），不確実性（uncertainty），　CEOの達成目標の設定レベルの程度という4つの変数か
ら統計的調査を行なったが，そこにおいては，規模とCEOの達成目標の設定レベルの程度が，組
織構造と強い関係を持つということが見出されている。さらに，このようなCEOのパーソナリテ
ィと組織構造との関連は，小規模企業や新興企業において高い相関関係があったということを示し
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ている研究である。
　Miller＆Toulouse（1986a）の研究は，小規模企業組織におけるCEOのバックグラウンドやパ
ーソナリティ（この論文で設定されている変数として，①CEOが当該企業組織に勤務してからの
年数，②CEOの職務に就いてからの年数，③柔軟性，④ローカス・オブ・コントロール）と，組
織の戦略行動や組織構造を通じた組織パフォーマソスの関係を考察しようとするものである。そこ
における統計的な調査を通じた主要な発見として，①CEOが当該企業組織に勤務してから年数や，
CEOの職務に就いてからの年数の増加は，組織のパフォーマンスと否定的な相関を示していると
いうこと，②CEOの柔軟性や，イソターナルなローカス・オブ・コントロールは，組織のパフォ
ーマンスに対して肯定的なインパクトを持つということを示している研究である。
　また，Miller＆Toulouse（1986b）の研究は，　CEOのパーソナリティ（この論文で設定されて
いる変数として，①柔軟性，②達成目標の設定レベルの程度，③CEOのローカス・オブ・コソト
ロールの程度）と，組織の戦略行動，組織構造，意思決定方法，パフォーマンスの関係を考察しよ
うとするものである。そこにおける統計的な調査を通じた主要な発見として，①CEOの柔軟性
は，ニッチ戦略，シソプルで非公式的な組織構造，そして直観的でリスクに応じる意思決定に関連
しているということ，②目標を達成困難なレベルに設定するCEOは，幅広くフォーカスされたマ
ーケティング志向の戦略，公式的で洗練された組織構造，そしてプロアクティブで分析的な意思決
定に関連しているということ，③ローカス・オブ・コントロールのインターナルな要素の強い
CEOは，製品イノベーションの追求，未来志向性，直面している状況に順応することの積極性と
いうものに関連しているということを見出している。また，CEOのパーソナリティと組織パフォ
ーマンスとの関連については，ある特定の組織状況の下でのみ，関連があるということを見出して
いる。また，このようなCEOのパーソナリティと組織特性の問の関連については，小規模企業組
織において特に強い関連が見出されるということを示している研究である。
　以上のように，Millerを中心とするグループによる研究では，特にCEOのパーソナリティと，
戦略行動や組織構造との関係を探究しようとする研究であると言える。このような研究を行なった
背景として，Millerグループには，組織の戦略現象に対して心理学的なアプローチを用いて議論を
展開しようとする試みがあったと考えることができるだろう。
　（2）Hambrickグループによる研究
　また，この研究テーマを積極的に取り扱った研究老として，他にもHambrickの研究グループ
（Hambrick＆Mason，1984；Hambrick＆Finkelstein，1987；Murray，1989；Finkelstein＆Hambrick，
1990）による研究を挙げることができる5）。
　例えば，Hambrick＆Mason（1984）の研究は，既存の戦略論研究の領域における組織行動（組
織行動のための規範）についての説明は，主に技術経済的要因に集中しているとした上で，組織の
戦略的選択とそれを通じた組織パフォーマンスに関しては，組織の有力なアクター（特に，トップ
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図表2　Hambrick＆Mason（1984）の提示したフレームワーク
トップ・マネジメントの特性 戦略的選択 パフォーマンス
客観的状況
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所）Hambrick＆Mason（1984），p．198．
マネジメント・チーム）の特性（心理的な側面としての価値や認知基盤や，デモグラフィックな
面としての組織におけるテニュアや職能的背景）が反映していくものとして見られるという観点
ついての理論的な議論展開によるフレームワークの開発（図表2参照）や命題の提示を目的と
たものである。その中においては，特にデモグラフィックな側面からの組織の戦略的選択やパフ
ーマンスへの影響力に関する命題を広範囲にわたって提示（21の命題）し，後の経験的研究の
めの基盤となるような明確な議論展開を行なっている研究である。
Murray（1989）の研究は，上述のようなHambrick＆Mason（1984）による議論展開に基づい
上で，トップ・マネジメント・チームの同質性・異質性の程度（各メンバーの年齢，当該企業組
に勤続した年数とその組織のトップ・マネジメント・グループに在籍している年数，職能的背景
教育的背景により測定）が，組織の戦略行動とそれを通じたパフォーマンスにどのように関連し
いるかを考察しようとするものである。そこにおける統計的な調査を通じた主要な発見として，
同質的なトップ・マネジメント・グループは，より効率性を追求しようとする戦略を好み，安定
な業界構造による競争の激しさを好むだろうということ，②異質的なトップ・マネジメント・グ
ープは，環境適応を促進するような戦略を好み，環境が絶え間なく変化するような状況を好むだ
うということ，③トップ・マネジメソトの特性とパフォーマソスの関連については，業界の相違
よって大きく変動するということを示している研究である。
また，Finkelstein＆Hambrick（1990）の研究は，トップ・マネジメント・チームのテニュア
，組織の戦略の永続性に影響を及ぼす程度や，産業内の他組織の戦略やパフォーマソスとの類似
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性に影響を及ぼすかどうかを考察しようとするものである。そこにおける統計的な調査を通じた主
要な発見として，①長期テニュアのトップ・マネジメント・チームは，より永続的な組織戦略をと
り，また産業の平均的傾向に適合するような戦略を採用しやすく，さらには産業平均に一致するよ
うなパフォーマンス・レベルを示しているということ，②短期テニュアのトップ・マネジメント・
チームは，戦略的な実験や変化をとりやすく，産業内パターンから大きく逸脱するような新奇的な
戦略を追求する傾向にあり，そのためにパフォーマンスについては産業内の平均的傾向から逸脱す
るようなパフォーマンス・レベル（非常に高いこともあれば低いこともある）を示しているという
こと，さらには，③トップ・マネジメント・チームに高い自由裁量（discretion）が与えられるコ
ンテクストにおいては，組織の戦略やパフォーマンスに対する彼らの影響力が非常に高いものであ
るということを示している研究である。
　以上のように，Hambrickグループによる研究は，　MillerグループのようなCEOのパーソナリ
ティ変数からの研究アプローチを目指すということよりも，むしろ組織のトップ・マネジメント・
チームのデモグラフィックな観点という観察可能な側面からの戦略行動への影響力という議論を主
として展開していると言えるだろう6）。
　これらの2つの研究グループの概観を通じて示されるように，従来の一般的な見解である組織
の戦略行動の決定要因としての環境（業界）ファクターと組織（資源）ファクターを捉えていくこ
とと共に，そのような既存の研究の枠内では捉えられてこなかった組織を構成する人間的側面から
の影響力を理論的に捉えていくことの必要性が提起できるのである。
4．戦略論研究でヒューマン・ファクターを扱うポテンシャル
　以上のように，既存の戦略論研究において，大きく2つの研究グループによって探究されてき
た組織の戦略行動に対するヒューマン・ファクターの影響力であるが，今後それを戦略論研究の理
論的展開の中心点として取り扱っていくことで，戦略論研究にもたらしてくれるだろう研究上のポ
テンシャルについて，理論的な観点から考察してみたい。そこで以下では，戦略論研究のアプロー
チ方法に関する概論的な考察を1つと，組織の戦略現象を実際に探究していく中でヒューマン・
ファクターを取り入れることによって，より具体的に展開できるだろう研究課題に関する考察を2
つ挙げてみる。
　まず，第1点目として，これは理論研究における概論的な側面と言えるものであるが，戦略論
研究におけるアプローチの多様性による理論的発展性という観点を挙げてみる。このことは特に，
上で挙げたようなMillerグループの研究とも大きく関わってくると言えるものである。上述の
Millerグループの研究の大きな目的として，彼らの研究は，心理学的・社会学的アプローチという
2つのアプローチを結合して組織の戦略現象を捉えようとする意欲的な試みの下で進められた研究
であった。しかしながら，その後の戦略論研究では，このMillerの研究グループのような心理学
的・社会学的アプローチからの戦略論研究が大きく発展してきているとは言い難い状況にあると言
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える。それは，1980年代以降の戦略論の研究では，経済学的なアプローチを主流として展開して
きたと言うことができるからである。このような経済学的アプローチの隆盛の大きな理由として，
1980年代以降の戦略論研究の代表格であるPorter（1980，1985）やBamey（1991，2002）はどち
らも経済学者であり，そして彼らの研究を中心として戦略論研究の分野が発展していったという点
が挙げられよう。そのような強い影響により，現在では戦略論の代表的なテキスト（e．g．，　Besanko
et　al．，1996；Saloner　et　a1．，2001；Barney，2002）においても，また海外の主要なジャーナルにおい
ても経済学的なアプローチからの議論展開が多くなされており，研究アプローチの多様性という点
については，現在までは必ずしも幅広く展開されているとは言えない状況にあるだろう。そのた
め，上で展開してきたような人間的な側面からの戦略論研究を発展させていくことで，上述したよ
うなMillerの研究グループが意欲的に取り組もうとした経済学的なアプローチとは違った角度か
らの戦略論研究が展開・発展できると考えることができよう。
　次に第2点目として，ここからは具体的な理論的展開可能性と関わってくると言えるものであ
るが，ヒューマン・ファクターを導入することで分析可能となる，戦略形成に対して重要となるア
クターの職能的背景の相違を通じた認知的モードの相違と，それを通じた組織の戦略志向性の相違
パターソの識別可能性という観点を挙げてみる7）。例えば，Hurst　et　a1．（1989）は，マネジャーの
行動に対する認知的モードとして4つのモード（①感覚型（sensation），②直観型（intuition），③
思考型（thinking），④感情型（feeling）という4つのモード：この4つのモードについては，純
粋に4つに分類するやり方もあれば，これら4つそれぞれの組み合わせによって分類したり，感
覚一直観と思考一感情という2つの軸に分けて分類していくやり方などもある）を提示し，そのよ
うな認知的モードがどのような背景によって生じているかという点について，人間的な側面（職能
的背景やパーソナリティなど）からの影響力に言及しているが，そのことを検証するような具体的
な展開は行なわれていない。よって，このことと関連し，戦略形成に重要となるアクターが，どの
ような職能的背景を歩んできて，それがどのような認知的モードにつながり，そして最終的にどの
ような戦略志向性をとるのかという点について詳しく分析・識別していくことには大きな意義があ
るものと考えられる（図表3参照）。またこのことについて統計的な調査との関連で言えば，同じ
ような職能的背景をとってきた人は，同じような認知的モードをとり，その結果として戦略志向性
に組織間で同じようなパターソを識別できるかどうかという点についても探っていくことが可能で
あろう。以上のような観点から，組織の戦略行動パターン，あるいは組織間の戦略行動パターンの
類似性を識別することに目的を置くならば，ここで挙げたようなヒューマン・ファクターからの組
織の戦略行動への影響力を捉えていくことには大きな意義があると考えられるだろう。
　最後に第3点目として，これは上で挙げたような組織の戦略志向性の観点とも関わってくると
言えるものであるが，組織の戦略変化（e．g．，　Pettigrew，1985，1987a，1987b；Fombrun，1993；Van
de　ven＆Poole，1995；Rajagopalan＆Spretzer，1997）に対する人間的側面からの抑制力に関する分
析可能性という観点を挙げてみる。例えば，上述のFinkelstein＆且ambrick（1990）の例で言う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一77一
図表3　職能的背景，認知的モード，戦略志向性のリンク
職能的背景 認知的モード 戦略志向性
・製造
Eマーケティング
E研究開発
E財務
@など
・感覚型
E直観型
E思考型
E感情型
・イノベーション志向
E環境適応志向
E分析志向
E未来志向
@など
と，トップ・マネジメント・チームのテニュアの長さが，組織戦略の産業志向性をもたらすという
ことが確認されたものであった。この点について詳しく検討していくと，組織は通時的に戦略コミ
ットメソト（Ghemawat，1991，2001）していくことで，戦略の不可逆性（irreversibility）が働き，
それにより組織の戦略的経路ができていく。それがうまく続けばPorter（1998）のいう活動シス
テムのフィットによる競争優位性が強められるものと言えるが，逆の視点から見ると，それは戦略
変化のための足かせとなっていくものである。このような不可逆性の作用は，人間の心理的なファ
クター（特に保守的傾向など）という側面も重なり，一一一一層強くなるということが考えられる。この
ようなことから考えると，Finkelstein＆Hambrick（1990）が確認したヒューマン・ファクターか
ら生じている戦略の通時的な産業志向性という結果は，他の戦略志向性には容易に変化できないと
いうことを示している。このような戦略変化の抑制の原因として，人間的側面が働くということは
様々な研究において認識されているものである。例えば，近年の戦略論のアクティビティ・ペース
ド・ビュー（ABV）研究8）の1つとして展開しているMaitlis＆Lawrence（2003）の研究は，組
織の戦略形成に関わる組織の戦略化（strategizing）の失敗の原因として，戦略形成に重大に携わ
っているアクターからの多大な影響力があったということを示している。このようなことから考え
ても，組織の戦略形成や戦略変化（計画的な戦略形成の側面にしろ，創発的な戦略形成の側面にし
ろ）に対しての人間的側面からの抑止力を捉えようとする研究は，今後の重要な研究課題になって
いくものであると考えられるだろう。
5．　おわりに
　戦略論研究の領域は，Mintzberg　et　al．（1998）によって10の学派（スクール）に上手く分類さ
れたわけであるが，近年のMintzberg＆Lampel（2001）による研究によれば，近年において新し
く登場してきている戦略論研究では，分類した10の学派に横断的なアプローチが多く見られると
いうことを示している。このように，現在では，戦略論の研究は，以前に比べてさらに多様なアプ
ローチからの展開がなされているようになってきている。本論文においても，組織を構成する人間
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に中心点を置いた戦略論の新たな研究アプローチの発展のための議論を推し進め，今後の展開につ
ながるような考察を進めてきた。その結果，本論文では，戦略論研究においてヒューマソ・ファク
ターを探究の下としていくことで可能となる研究上のポテンシャルとして，①既存の戦略論研究の
中で主流となっている経済学的アプローチとは違った観点からのアプローチが可能であること，②
組織の戦略形成に対して重要となるアクターの職能的背景の相違を通じた認知的モードの相違や，
それによる戦略的志向性の相違を捉えていくことが可能であること，③組織の戦略変化に対する抑
止力としてのヒューマン・ファクターを捉えていくことが可能であること，という3つの側面を
提示した。
　最後に，今後の研究課題として，①定量的・定性的な実証研究の推進という点と，②トップ・マ
ネジメソト以外の戦略アクターへの注目という点を挙げることができよう。まず前者に関して，上
でレビューしてきたようなMillerやHambrickのグループの研究では，組織の戦略パターソに対
して，その組織を構成する人間的な側面というものが関わってくるという点は直感的に広く認識さ
れていたものであったが，それを経験的に検証してみようという目的の下に進められていったもの
であった。よって，本論文で展開してきたような議論展開に説得性を持たせるためにも，定量的・
定性的な経験的研究を積極的に推し進めていく必要があるだろう。また次に後老に関して，近年の
戦略論研究でも多様に展開されるようになってきたものであるが，トップ・マネジメントだけが組
織の戦略形成のための重要なアクターとなるわけではないという議論（e．g．，　Burgelman＆Sayles，
1986；Mintzberg　et　a1．，1998；Hambrick，2004）に関連した点が挙げられよう。本論文でレビューし
てきた既存の研究（Millerグループ，　Hambrickグループ）では，組織の戦略作成者として，トッ
プ・マネジメントだけに注目した議論であった。しかしながら，このようなトップ・マネジメント
主導ではない戦略の転換や，戦略の創発が生じた場合，それに関与したアクターのどのようなヒュ
ーマン・ファクターが影響しているかを探究していくことも今後の理論的展開の中で必要となって
くるであろう。すなわち，このような議論を十分に展開していくためには，組織の上位階層だけに
注目した議論だけではなく，組織全体レベルを考慮した戦略形成の議論展開の必要性が提起できる
だろう。これらの点についての詳細な探究は，今後の課題としていきたい。
注
1）SWOTとは，①組織の内部条件としての強み（strengths），②組織の内部条件としての弱み（weaknesses），
　③組織の外部条件としての競争市場における機会（opportunities），④組織の外部条件としての競争市場に
　おける脅威（threats）という4つのそれぞれの頭文字を指している。詳しくは，　Andrews（1971），Christen－
　sen　et　al．（1987），　Mintzberg　et　al．（1998），　Barney（2002）などを参照。
2＞Mintzberg　et　a1．（1998）によれば，組織文化は，組織が好む思考のスタイルやその分析の活用にも影響を与
　えるので，組織の戦略形成プロセスに大きな影響を与えるものであるということを述べている。
3）この点との関連で，Mintzberg　et　al．（1998）は，　SWOT分析をはじめとする戦略デザインに関する文献にお
　いて，組織を担う人たちの人的側面に基づく戦略策定というものに目を向ける研究者は少ないということを
　述べている。この点についての証拠として，Andrews（1971）の文献の中では，組織の戦略デザインに対す
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　る戦略策定者の人的な側面の影響力についての考慮はされているのであるが，その記述についてはごく簡単
　に触れているだけにすぎない。
4）この論文は，CEOのパーソナリティと，組織の戦略行動との関連を考察することを主たる目的とした研究
　ではないが，Millerによる他の研究と同時期に行なわれた研究であるので，ここで取り上げた。
5）ここで挙げているMurray（1989）の研究は，　Hambrick＆Mason（1984）による理論研究を背景にして議論
　を展開しているので，ここではHambrickグループのレビューとして一緒に取り上げている。
6）これらの2つの主要な研究グループ以外の研究として，例えば，Sturdivant　et　al．（1985）は，当時のアメリ
　カのビジネス・リーダーに対する主要な批判の中に，彼らのイノペーショソとべソチャー精神の欠如という
　問題があるということを基にした上で，トップ・マネジメソト・チームの人的価値としての保守的傾向
　（conservatism）が，企業組織の社会的反応性（social　responsiveness）や組織のパフォーマンスに影響を及
　ぼすかどうかを考察しようとするものである。そこにおける統計的な調査を通じた主要な発見として，トッ
　プ・マネジメソト・チームの保守的傾向が強いほど，企業組織の社会的反応性が弱まるということ，そして
　組織のパフォーマンスに負の影響を与えているということを見出している研究である。
7）この点については，Mintzberg　et　al．（1998）の戦略論研究の10学派（スクール）の分類によるコグニティブ
　・スクール（認知プロセスとしての戦略形成）と関連させた上での具体的な展開可能性を考えている。
8）このようなABVの研究（e．g．，　Balogun　et　aL，2003；Hendry＆Seidl，　2003；Jarzabkowski，2003；Johnson　et
　al．，2003；Maitlis＆Lawrence，2003；Regner，2003；Salvato，2003；Samra－Fredericks，　2003）は，2003年度の
　Journal　of　Management　Studiesで特集号が組まれているのでそちらを参照。
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